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｢退職給付に係る会計基準｣の一部改正に関する適用指針の 4．(1)において、

｢平成 17年 3月 31 日から平成 17年 9月 29 日までに終了する事業年度前に発生

し当該事業年度の期末に存在する未認識年金資産は、過去勤務債務又は数理計

算上の差異とに合理的に区分し、当該事業年度に発生したものとみなして、企

業の採用する処理年数及び処理方法に従い、費用の減額として処理する｣とされ

ている。 

また、設例 2 において、平成 16 年度に発生した数理計算上の差異 30 は有利

差異であり、｢当期の発生額｣であることから、翌期から処理すると注⑤に記載

されている。 

ここで仮に、当期(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日)に発生した数理

計算上の差異が不利差異であった場合(例えば△30)であっても、設例 2 のよう

に、当期に償却を開始するのは平成 16 年度前(平成 16 年 4 月 1 日より以前)に

発生し、期末(平成 17 年 3 月 31 日)に存在する未認識年金資産 200 が対象とな

り、△30 は翌期から償却となることを確認したい。 

つまり、当期に利益計上できる対象となるのが、期首以前に発生して期末に

存在する 200 であり、200-30＝170 ではないことを明示頂きたい。 
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